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A-11出⽣時
育児休業

出産 １歳 ３歳
A-1:出⽣サポート休暇

妊娠 ⼩学校
就学

中学校
就学

A-19⼦の出張帯同費⽤の⽀給（⼤学教員のみ）



出産・育児に関する休暇等制度

期間等休暇等制度の内容
１年に５⽇の範囲内の期間
（体外受精その他の不妊治療に係るものである場合１０⽇）

不妊治療に係る通院等A-1 出⽣サ
ポート休暇

・妊娠満23週までは４週間に１回、妊娠満24週から満35週ま
では２週間に１回、妊娠満36週から出産までは１週間に1回
・産後１年以内で、医師等の指⽰により受診する場合 それ
ぞれ１⽇の範囲内で必要と認められる時間

妊娠中及び産後１年を経過しない⼥性職員が⺟⼦保健法に規定す
る保健指導⼜は健康診査を受ける場合

A-2 妊産婦健
診等休暇

勤務時間の始め⼜は終わりにつき１⽇を通じて１時間を超え
ない範囲内の時間

妊娠中の⼥性職員の通勤に利⽤する交通機関の混雑の程度が⺟体
⼜は胎児の健康保持に影響がある場合

A-3 通勤緩和
休暇

適宜休息し、⼜は補⾷するために必要と認められる時間（勤
務時間の始め・終わり等の時間を除く。）

妊娠中の⼥性職員について、その者の業務により⺟体及び胎児の
健康保持に影響があると認められ、適宜休息し、⼜は補⾷するた
めに必要な時間、勤務しないことを承認された場合

A-4 休憩休暇

妊娠中の⼥性職員が申し出た場合、超過勤務及び深夜勤務を免除A-5 超過勤
務・深夜勤
務免除

出産の⽇までの申し出た期間分娩予定⽇から起算して８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14
週間）以内に出産する予定である⼥性職員が申し出た場合

A-6 産前休暇

出産の⽇の翌⽇から８週間を経過する⽇までの期間
（産後６週間を経過した⼥性職員が就業を申し出た場合にお
いて医師が⽀障がないと認めた業務に就く期間を除く。）

⼥性職員が出産（妊娠満12週以後の分娩をいう。）した場合A-7 産後休暇

出産に係る⼊院等の⽇から出産の⽇後２週間を経過する⽇ま
での期間で２⽇の範囲内の期間

職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
を含む。）の出産に係る⼊院若しくは退院の際の付添い、出産時
の付添い若しくは出産に係る⼊院中の世話⼜は⼦の出⽣の届出等
を⾏う場合

A-8 妻の出産
に伴う休暇

当該期間内における５⽇の範囲内の期間職員の妻が出産する場合であってその出産予定⽇の６週間（多胎
妊娠の場合にあっては、14週間）前の⽇から出産の⽇後１年を経
過する⽇までの期間にある場合において、出産に係る⼦⼜は⼩学
校就学前の⼦（妻の⼦を含む。）を養育する必要がある場合

A-9 ⼦の養育
に伴う休暇

⼦の出⽣予定⽇から⼦が３歳になるまで２回以内３歳に達するまでの⼦を養育するときA-10育児休
業

⼦の出⽣予定⽇から出⽣後８週間を経過する⽇の翌⽇まで
２回以内で合計８週間までの範囲内

出⽣から８週間以内の⼦を養育するときA-11出⽣時
育児休業
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出産・育児に関する休暇等制度

期間等休暇等制度の内容
１⽇２回それぞれ30分
（男性は制限あり）

⽣後１年に達しない⼦を育てる職員が、その⼦の保育のために必
要と認められる授乳、託児所への送迎等を⾏う場合

A-12⼦の保
育休暇

１年に10⽇の範囲内の期間
（養育する中学校就学前の⼦が２⼈以上の場合は20⽇）

中学校就学前の⼦（配偶者の⼦を含む。）を養育する職員が次に
よりその⼦の世話等のため勤務しないことが相当であると認めら
れる場合
①負傷し、若しくは疾病にかかったその⼦の世話
②当該⼦に予防接種や健康診断を受けさせること
③感染症に伴う学級閉鎖等になった⼦の世話
④当該⼦の⼊園（⼊学）式⼜は卒園（卒業）式への参加

A-13⼦の看
護等休暇

⼩学校就学前の⼦を養育する場合、１⽇の勤務時間を3時間55分、
4時間55分⼜は6時間に短縮

A-14育児短
時間勤務

勤務時間の始め⼜は終わりにおいて30分単位⼩学校就学前の⼦を養育する場合、１⽇最⼤２時間の範囲内で育
児のため勤務を休むことができる

A-15育児時
間

⼦が中学校に⼊学するまで、始業・終業時刻を繰上げ⼜は繰下げA-16育児早
出遅出勤務

次にあてはまる場合、休憩時間を45分に短縮し、終業時刻を繰上
げ
①⼩学校就学前までの⼦の養育
②⼩学校に就学している⼦の送迎
③要介護者の介護
④通勤時間の短縮
⑤妊娠中の⼥性職員の通勤

A-17休憩時
間の短縮

⼩学校就学前の⼦を養育する職員が申し出た場合、超過勤務及び
深夜勤務を免除

A-18超過勤
務・深夜勤
務免除

（要件）
・⼦の出張帯同費⽤への⽀出が認められる予算を有している
こと

・学会、研究会等への出席を理由とした出張であること
・⼦を帯同しなければ出張が困難となるおそれがあること

⼤学教員と同居している中学校就学前の⼦を出張に帯同させた際
に、当該⼤学教員が⽀出した当該⼦の鉄道賃、航空賃、船賃及び
⾞賃を⽀給

A-19⼦の出
張帯同費⽤
の⽀給



介護に関する休暇等制度

B-1介護休暇：介護その他の世話を⾏う職員が、当該世話を⾏うため勤務しないことが相当であると認められる場合
１年に10⽇の範囲内の期間（要介護状態にある対象家族が２⼈以上の場合にあっては20⽇）

B-2介護休業：対象家族の介護をするとき
対象家族１⼈につき通算６か⽉ 最⼤３回まで

B-3介護短時間勤務：１⽇の勤務時間を４時間まで短縮、対象家族１⼈につき開始⽇から３年間で２回まで

B-4介護時間：連続３年の期間、１⽇最⼤２時間の範囲内で介護のため勤務を休むことができる

B-5介護早出遅出勤務：対象家族の介護のため、始業・終業時刻を繰上げ⼜は繰下げ

B-6超過勤務・深夜勤務免除：対象家族の介護のため、職員が申し出た場合、超過勤務及び深夜勤務を免除

B-7休憩時間の短縮：次にあてはまる場合、休憩時間を45分に短縮し、終業時刻を繰上げ
①⼩学校就学前までの⼦の養育
②⼩学校に就学している⼦の送迎
③要介護者の介護
④通勤時間の短縮
⑤妊娠中の⼥性職員の通勤 4

制度の利⽤にあたっては、「対象家族」が「要介護状態」であることが必要
○対象家族：配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係にある者を含む。）、⽗⺟、⼦、配偶者の⽗⺟、祖⽗⺟、
兄弟姉妹、孫、これ以外の家族で⼤学が認めた者

○要介護状態とは：負傷、疾病⼜は⾝体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり「常時介護を必要とす
る状態」のこと



期間休暇の内容
結婚の⽇の５⽇前から当該結婚の⽇後１⽉以内の⽇で、
連続する５⽇の範囲内の期間

職員が結婚する場合（結婚式、旅⾏等）C-1結婚休暇

親族に応じ「忌引⽇数表」に掲げる連続する⽇数
（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあっては、往復に要
する⽇数を加えた⽇数）の範囲内の期間

職員の親族が死亡した場合C-2忌引休暇

１⽇の範囲内の期間職員が⽗⺟、配偶者及び⼦の追悼のための特別な⾏事
（死亡後15年以内のものに限る。）を⾏う場合

C-3追悼休暇

１年の間で休⽇を除き、原則として最⼤連続する３⽇間リフレッシュ休暇（職員が⼼⾝の健康の維持及び増進⼜は家庭⽣活
の充実のため勤務しないことが相当であると認められる場合）

C-4リフレッ
シュ休暇

年度を通じて15時間30分の範囲内の時間勤務時間内のレクリエーション参加を承認された場合C-5レクリ
エーション休
暇

２⽇の範囲内で必要と認められる時間勤務時間内に総合的な健康診査等を受けることを承認された場合C-6健診休暇
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忌引⽇数表

その他特別休暇



期間休暇の内容
必要と認められる期間選挙権その他公⺠としての権利の⾏使C-7選挙休暇

必要と認められる期間裁判員、証⼈、鑑定⼈、参考⼈等としての出頭C-8出頭休暇

必要と認められる期間⾻髄移植に係る場合C-9移植休暇

１年に５⽇の範囲内の期間職員が⾃発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動（専ら親
族に対する⽀援となる活動を除く。）

C-10奉仕休暇

原則として連続する７⽇の範囲内の期間地震、⽔害、⽕災その他の災害により
・現住居が滅失し、⼜は損壊した場合
・⽣活に必要な⽔、⾷料等が著しく不⾜している場合
・別居する配偶者等の現住居が滅失し、⼜は損壊した場合

C-11災害休暇

必要と認められる期間地震、⽔害、⽕災その他の災害⼜は交通機関の事故等により出勤する
ことが著しく困難である場合

C-12出勤困難
休暇

必要と認められる期間地震、⽔害、⽕災その他の災害⼜は交通機関の事故等に際して、職員
が退勤途上における⾝体の危険を回避するため勤務しないことがやむ
を得ない場合

C-13退勤困難
休暇
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その他特別休暇


